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4.2節　入力地震動
4.2.1　入力地震動の策定
（１）地震動強さの発生頻度の評価
地震が発生すると地面や建物が揺れる．「地震」とは，地中深くの岩石の中に徐々にたまった力やひずみが限界に達し，そこですべり破壊が生じる現象である．地震が発生すると，地中あるいは地表を伝わる「地震波」が発生する．地震波が伝わってきたある地点での地面や地中の揺れを「地震動」と呼ぶ．日常用語としては，この揺れすなわち地震動のことが地震と呼ばれることも多いが，ここでは，地震・地震波・地震動という言葉を区別して扱う．

地震動強さの発生頻度・確率を評価するためには，「ある地震の発生確率」に「その地震が発生したときのある地点での揺れがある大きさを超える確率」を乗じたものを全ての地震に対してまとめた「地震動の超過確率」を計算する必要がある．

地震調査研究推進本部（以下「地震本部」と記す）では，全国の主要活断層帯と海溝型地震について，「長期評価」を実施している1)．地震本部の長期評価では，将来の地震を引き起こすと考えられる断層の位置と形状，その地震の規模（マグニチュード），地震に伴う断層のずれの量等を推定すると共に，将来の地震発生確率を算出している．

実際には各地で多数・多種の地震が発生しているが，それらのうち，主要活断層帯の地震や海溝型地震などの震源断層を予め特定した地震については，位置・規模・発生確率・破壊の特徴等が整理されモデル化されている1)．過去の地震発生履歴が明らかにされた地震は，同様の地震が繰り返し発生し，その活動間隔はBPT 分布（Brownian Passage Time 分布）に従うと考えられてモデル化されている．一方，過去の最新活動時期が不明の場合もある．その場合には，地震の発生が「ポアソン過程」に従うと仮定し，「平均的には何年間隔で地震が発生するか」という情報のみを用いて地震発生確率を計算している．現実には「平均活動間隔」や「最新活動時期」の評価結果に幅がある場合が多いので，後述する確率論的地震動予測地図を作成する際には，両者の中央の値を代表値として地震発生確率を計算する「平均ケース」と，評価された確率の最大値を用いる「最大ケース」とを各々考えている．また，地震本部の長期評価によって震源断層が特定された主要活断層帯と海溝型地震以外にも，例えば活断層が知られていないところで発生する内陸の浅い地震やプレート間の中小地震など，実際には数多くの地震が発生する．地震本部では，それらの地震を「震源断層を予め特定しにくい地震」と呼び，確率論的地震動予測地図作成の際にその影響を考慮している．震源断層を予め特定しにくい地震は，その一つ一つについて，事前に発生場所，地震規模，発生確率を特定することが困難なため，地震群としての特徴を確率モデルで表現している．

地震本部は，「長期評価」に基づいて，「確率論的地震動予測地図」と「震源断層を特定した地震動予測地図」という2種類の地震動予測地図を作成・公表している2), 3)．このうち，「確率論的地震動予測地図」とは，全ての地震の位置・規模・確率に基づき各地点がどの程度の確率でどの程度揺れるのかをまとめて計算し，その分布を地図に示したものである．すなわち，「ある地震の発生確率」に「その地震が発生したときのある地点での揺れがある大きさを超える確率」を乗じたものを全ての地震に対してまとめた「地震動の超過確率」を計算し，その結果として，各地点での揺れの確率や揺れの強さの分布を地図に示したものである．言い換えると，多数・多種の地震の発生とそれによる地震動の強さを確率論的に処理してまとめたハザードカーブに基づいて各地点の地震動の強さ・期間・確率の関係情報を地図にまとめたものである．

地図として示されるのは地震動強さ・期間・確率のうちの2つを固定した場合の残る1つのパラメータの地域分布であり，地震本部から現在公表されている地図の種類には，超過確率の分布を示した地図と地震動強さの分布を示した地図とがある2), 3)．従って，1つの地震により同時に発生する地震動強さ分布ではない．周辺で発生する可能性のある全ての地震をその種類毎に確率論的にモデル化しており，現状では経験式（距離減衰式）による地震動評価が基本となっている．

具体的には，多種・多数の地震の発生をモデル化した上で，距離減衰式を用いて工学的基盤の地震動最大速度を求め，表層地盤増幅率を乗じて地表の地震動最大速度を求め，経験式を用いた変換により地表の震度を求めている．なお，簡便法による震源断層を特定した地震動予測地図でも，工学的基盤以浅での地震動予測には同様の処理が施されている．

同じ地域でも揺れが弱い（地震動・震度が小さい）ほど，その値を超える確率（超過確率）は高くなる．同じ地域でも超過確率が低いほど揺れは強く（地震動・震度は大きく）なり，特にその傾向は活断層沿いの地域で顕著である．同じ地域・同じ期間・同じ確率を考えても，想定すべき地震とその地震動（震度）は多様であり，その特徴を踏まえた具体的な備えを考えることが望ましい．

（石井　透）

（２）想定地震の設定

主要活断層帯の地震や海溝型地震などの震源断層を予め特定した地震については，地震本部による長期評価結果に基づいて，強震動予測用の震源断層モデルも設定されている2) 3)．地域の詳細情報が得られている場合には，それを優先して考慮し，不明のパラメータは，全国一律に手順化された「レシピ」4)に従って設定されている．

「レシピ」にまとめられた震源特性パラメータの設定方法は，想定した震源断層で発生する地震に対して特性化震源モデルを構築するための基本的な方法であり，強震動予測における震源断層パラメータの標準的な値の設定が再現性をもってなされることを目指したものである．実際には，断層全体の形状や規模を示す巨視的震源特性，主として震源断層の不均質性を示す微視的震源特性，破壊過程等を示すその他の震源特性について，震源特性パラメータを順次設定するための手順が示されている4)．

巨視的断層パラメータ（巨視的震源特性に関するパラメータ）とは，位置・規模を始め震源断層の全体像を記述するパラメータである．具体的には，次のようなものがある．

・ 震源断層モデルの位置と構造（位置，走向，セグメント）

・ 震源断層モデルの大きさ（長さ・幅）・深さ・傾斜角

・ 地震規模

・ 震源断層モデルの平均すべり量

微視的断層パラメータ（微視的震源特性に関するパラメータ）とは，アスペリティ（強震動を支配する主要な破壊領域）と背景領域など震源断層の詳細像を記述するパラメータである．具体的には，次のようなものがある．

・ アスペリティの位置・個数

・ アスペリティの面積

・ アスペリティおよび背景領域の平均すべり量

・ アスペリティおよび背景領域の実効応力

・ 高周波遮断振動数（fmax）

・ 平均破壊伝播速度

・ すべり速度時間関数

・ すべり角

その他の震源特性に関するパラメータとして，具体的には，次のようなものがある．

・ 破壊開始点

・ 破壊形態

主な断層パラメータを図4.2.1に示す．この例は，巨視的断層面とアスペリティが1つの場合の概念図である．実際には，複数の断層面や複数のアスペリティがある場合もあり，微視的パラメータは各アスペリティと背景領域に対してそれぞれ個別に与えられる．
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図4.2.1　主な断層パラメータ

（微視的パラメータは各アスペリティと背景領域に対してそれぞれ個別に与えられる）
地震本部が「長期評価」に基づいて作成・公表している2種類の地震動予測地図のうち，「震源断層を特定した地震動予測地図」とは，ある特定の想定地震の破壊シナリオが生じた場合に各地点がどのように揺れるのかをハイブリッド法（後述）に基づく詳細法により計算し，ある地域に同時に生じる地震動強さの分布を地図にまとめたものである2), 3)．震源・伝播・サイトの各特性に関する地域の詳細情報を利用した高度な地震動評価が可能なので，工学的基盤上での時刻歴波形も評価されている．予め特定の地震あるいは特定の破壊シナリオを想定するので，複数の地震あるいは複数の破壊シナリオに対しては異なる評価結果が得られる．併せて，距離減衰式に基づく簡便法による地震動評価による検証もなされている

その他，内閣府や中央防災会議の専門調査会の検討5)，各地方自治体での地震防災の検討，各種プロジェクトから研究論文に至るまで，現在では，様々な形で様々な想定地震の設定結果が公表されている．地震本部の想定地震の設定方法を標準的に採用している例が多いが，必要に応じて検討の目的や地域に固有な情報に応じた工夫を加えて検討している例も多い．

以上のような想定地震の設定方法と設定結果は，免震建物の設計に当たって想定地震の断層モデルを設定する際にも大いに参考となろう．

（石井　透）

（３) 地震動作成手法

（ａ）応答スペクトル適合法

応答スペクトル適合法は,目標とする応答スペクトルに適合する模擬地震動を作成する方法である．応答スペクトルには多くの経験式が提案されているが（例えば文献6)），本節では現在，最も広く利用されている建設省（現国土交通省）「告示 平12建告第1461号：超高層建物の構造耐震上の安全性を確かめるための構造計算の基準を定める件」に基づく応答スペクトル7), 8)（以下，告示スペクトル）を代表例として，それに適合する地震動（以下，告示波）の作成法や注意点を説明する．

告示波の作成方法の概要は以下の通りである8)．まず目標とする応答スペクトルとして，解放工学的基盤（十分な層厚と剛性を有し，せん断波速度が約400 m毎秒以上の地盤）において，表4.2.1の加速応答スペクトル（減衰定数5 %）を用いる．「稀に発生する地震動」によって建築物の構造耐力上主要な部分が損傷しないこと，及び「極めて稀に発生する地震動」によって建築物が倒壊，崩壊等しないことを，それぞれ運動方程式に基づき確かめることとされている．他の条件として，継続時間を60秒以上とすること，適切な時間の間隔で地震動の数値（加速度，速度若しくは変位）が明らかにされていること，複数個数以上を策定すること，表層地盤による増幅を適切に考慮すること，建築物の規模及び形態に応じた上下方向の地震動や，当該地震動に直交する方向の水平動，地震動の位相差及び鉛直方向の荷重に対する水平方向の変形の影響等を適切に考慮すること，等が記されている．
表4.2.1　解放工学的基盤における告示スペクトル（減衰５％）

	周期T（s）
	加速度応答スペクトル（m/s2）

	
	稀に発生する地震動（レベル１）
	極めて稀に発生する地震動（レベル２）

	T<0.16
	（0.64+6T）Z
	（3.2+30T）Z

	0.16≦T<0.64
	1.6Z
	8Z

	0.64≦T
	（1.024/T）Z
	（5.12/T）Z


注：Tは建築物の設計用1次固有周期（単位：s），Zは地震地域係数

標準的な模擬地震動の作成方法として，一般に波形合成は次の正弦波合成法が用いられる9)．
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(4.2.1)
ここで，a(t) は模擬地震動の時刻歴波形，E(t) は強度関数（波形の包絡関数），Ai, i,iはそれぞれi振動数のフーリエ振幅，円振動数，位相角である．告示スペクトルへ適合させる方法として以下に示す手法が示されている．まずランダム波や観測波など元になる波形を用意する．この加速度波形のフーリエ振幅スペクトルは無減衰の速度応答スペクトルとほぼ等しいとして，振幅スペクトルの初期値として用い，逆フーリエ変換により修正した波形を求める．その応答スペクトルと告示スペクトルと振幅値を比較し，新たに振幅スペクトルを修正した波形を再度求める．この作業を所要の適合度が得られるまで繰り返し，最終的な模擬地震動とする．

　一般に告示スペクトル（DSai）に適合する模擬地震動による応答スペクトル（Sai）の適合条件として，次の4つの条件が示されている8), 9)．

① 最小応答スペクトル比：min= (Sai / DSai) min ≧ 0.85
② スペクトル強度比：SIratio = ∑pSvi /∑DpSvi）≧ 1.0
③ スペクトル比の変動係数：CV = {∑(i 1.0)2/ N}1/2）≦ 0.05
④ スペクトル比の平均値誤差：ave=∑i / N）≧ 0.98
ここで，pSviとDpSviはそれぞれSaiとDSaiの疑似速度応答スペクトル，Nは周期のポイント数である．対象とする周期範囲は0.02秒から5秒を原則としているが，関東平野や大阪盆地など厚い堆積層を持つ堆積盆地では長周期地震動の卓越を考慮し，10秒まで考慮するとされている．また②のスペクトル強度も本来の定義である0.1～2.5秒だけなく，対象建物の周期に応じ，1～5秒などに設定を変更することとされている．

　一方，包絡関数E(t) として，一般に次のようなJennings型の関数10)が用いられる．
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(4.2.2)
ここで，tb，tc，td，teは，それぞれ最大振幅のまでの立ち上がり時間，最大振幅の終了時間，継続時間，終了時間であり，te以降の振幅は0である（図4.2.2を参照）．またAfacは主要動の振幅１に対する時刻tdにおける振幅比で，一般に0.1程度の値が用いられる．各時間の具体的な与え方として，Jenningsらによる提案10)であるtb =4秒とtc =35秒（中地震では15秒），tdは告示により60秒以上などが用いられる．なお，この方法では数分以上にわたる長い継続時間の地震動を作成することも可能である．マグニチュードや震源距離などをパラメータとして，各時間パラメータを与える様々な経験式が提案されているので，文献6)を参照されたい．

次に，告示波の策定例や注意点を記す．まず模擬地震動の作成例として，図4.2.2にランダム位相を用いた加速度波形と応答スペクトルを示す．10回の収束計算により，適合条件は全て満足している（min≒0.91，SIratio ≒1.0，CV ≒0.032，ave ≒1.0）．しかし，図4.2.2の波形では収束計算により包絡関数Eを10回乗じたことにより，立ち上がり部分と尾部の振幅が著しく小さくなり，60秒の継続時間という条件を満足していない．これを改善するには，継続時間（tdやte）を長くする方法や，より収束がゆっくりと収束する包絡関数を用いる方法などがある．例として図4.2.3に，Eに0.2の累乗を施した包絡関数を使用した結果を示す．図4.2.3と図4.2.2の波形を比べると，主要動には殆ど差異は無いが，元の包絡関数に近い緩やかな収束を示しており，60秒の継続時間を満足していることがわかる．
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図4.2.2　ランダム位相による模擬地震動の例（tb = 4 , tc = 35, td = 60, te = 80 s）
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図4.2.3　ランダム位相による模擬地震動の例　　　図4.2.4　JMA神戸NS成分の位相による模擬

（図4.2.2の包絡関数の0.2の累乗を使用）　　　　　　　　地震動の例（位相以外は図4.2.3と同じ）

観測波形の位相を用いた例として，図4.2.4にJMA神戸波のNS成分による計算例を示す．位相以外の条件は全て図4.2.3と同じにしている．10回収束による適合条件は(1) min≒0.84，(2) SIratio≒1.0，(3) CV≒0.052，(4) ave≒0.98であり，実用上は問題が無いと思われるが，(1)と(3)の条件を満足していない．一般に継続時間の短い観測波形では，適合条件を完全に満足させることは容易ではない．同じ告示スペクトルを用いても，神戸波のように継続時間が短くて衝撃的な波形では，建物の応答が大きくなることが知られている（例えば，文献12)）．従って，告示波に用いる位相は，与えられた震源やサイトの諸条件より設計者が適切に判断する必要がある．
告示スペクトルに適合させた模擬地震動は長周期側の成分が小さく，特にランダム位相を仮定した場合は，建物に大きな変形を生じさせる破壊力に乏しい．従って，告示スペクトルに適合させた模擬地震動は，最低限のレベルと位置づけられている地震動と判断される．サイト近傍に活断層がある場合，あるいは厚い堆積層や軟弱地盤上に位置する場合には，より破壊力のある地震動を生じる可能性がある．このため建設サイトが上記のような条件下にある場合，スペクトルに適合させた地震動に加え，断層モデルによる地震動をサイト波として使用することが望ましい．なお試験的ではあるが，図4.2.2～図4.2.4で使用したPC用ソフトを公開しているので，参照されたい（工学院大学・久田研究室：http://kouzou.cc.kogakuin.ac.jp/）．



（久田嘉章）

（ｂ）断層モデルに基づく方法
断層モデルに基づく地震動作成方法を大別すると，次のような方法が挙げられる．
　　　・理論的方法
　　　・半経験的方法（ 経験的グリーン関数法 および 統計的グリーン関数法 ）

　　　・広帯域ハイブリッド法

以下に，各方法の特徴6), 13) をまとめて解説する．

1) 理論的方法 
　断層モデルの理論に基づいて想定地震の震源から放出される地震波の特性を求め，弾性波動論に基づいて地震波の伝播特性と表層地盤の増幅特性とを理論的に計算し，建設地における地震動を評価する．現状では諸特性のモデル化に必要な情報の入手が困難な場合があり，短周期帯域での評価精度が相対的に悪い．地下構造のモデル化の方法に応じて，「差分法」のような不整形媒質のための手法と，「波数積分法」のような水平成層媒質における手法とがある．

2) 経験的グリーン関数法

半経験的方法（ 経験的グリーン関数法・統計的グリーン関数法 ）の概念を図4.2.5に示す．

半経験的方法の一つである経験的グリーン関数法は，大地震が発生した場合のある地点における地震動を評価する際に，中小規模の地震に際するその地点における観測記録を「経験的に得られたグリーン関数」とみなして，これを合成する方法である．

実際には，地震動評価対象地点で得られた中小地震観測記録，あるいは対象地点付近で得られた中小地震観測記録に含まれる表層地盤の影響と長周期ノイズを適切に除去した波形を要素地震波形（経験的に得られたグリーン関数）とし，断層モデルの考え方に基づいてこれを多数重ね合わせることにより，大地震時の地震動を評価する．なお，中小地震（要素地震）の震源は，想定する大地震の震源付近にあることが望ましい．

中小地震の発生頻度は大地震に比べて高いため，対象地点あるいはその付近で観測記録が手に入る可能性は中小地震のほうがはるかに高い．また，中小地震の観測記録には震源から対象地点に至るまでの地震波の伝播特性や対象地点付近の地盤特性等が含まれているため，中小地震と大地震に際する地震動特性が共に線形であれば，大地震による地震動を推定するために地下構造等を別途詳細に調査する必要がない．この方法は，断層の面的な広がりの効果（断層モデル）を考慮出来る上に，対象地点に固有な震源・伝播・地盤の各特性を比較的良く反映させることが出来る．

[image: image11.emf] 

UD成分

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

time (s)

acceleration (cm/s/s)

表層  

工学的基盤   （堆積層）  

地震基盤   （地殻上部）  

観測サイト  

山地  

表面波   （レイリー波）  

SV 波  

SV 波  

P 波  

P 波  

P 波   （ SV 変換波）  

堆積層表面波   （レイリー波）  

堆積盆地・平野  

初動   （ P 波）   主要動   （ SV 変換 P 波）   長周期地震動   （堆積層表面波）  


[image: image12.emf] 

観測点 A           観測点 B  

震源  

アスペリティー  


[image: image13.jpg]



3) 統計的グリーン関数法

経験的グリーン関数法の大きな利点は，地震動評価対象地点付近で得られた中小地震観測記録を用いることによって震源・伝播・地盤の各特性を近似的に取り込めることにある．しかし，現実には，対象地点付近での適切な中小地震観測記録が得られていない場合も多い．このような場合には，経験的グリーン関数法の応用として，中小地震観測記録の代わりに統計的に評価された模擬地震動をグリーン関数として用いることがある．この半経験的方法を統計的グリーン関数法と呼ぶ．

統計的グリーン関数法では，予め他地点において得られた多数の地震観測記録を統計処理して求められたスペクトルと経時特性を用いて中小地震に対応する模擬地震動を作成した上で，これを要素地震波形（グリーン関数）とし，経験的グリーン関数法の考え方を用いてこれを重ね合わせて大地震の断層の面的な効果を表現し，大地震時の地震動を評価する．従って，震源特性は理論と記録の統計解析結果の情報とを組み合わせて用いることにより扱い，伝播特性は多数の地震観測記録の統計解析結果を用いることにより扱い，地盤特性は理論を適用するかまたは多数の地震観測記録の統計解析結果を用いることによって扱う．なお，スペクトルと経時特性が規定された地盤と地震動評価対象地盤との間での地盤増幅が無視出来ない場合には，その地盤増幅特性を別途考慮する必要がある．経験的グリーン関数法は，質・量ともに十分な情報と適切な中小地震観測記録が得られていれば，震源・伝播・地盤の各特性を反映した信頼性の高い地震動評価が可能な方法である．これに対して，中小地震観測記録を用いない統計的グリーン関数法は，対象地点に固有な地震動特性の評価精度は相対的に低くなる反面，対象敷地で得られた情報の質・量によらず比較的安定的に地震動評価が可能な方法である．従って，構造物の設計用地震動策定や広域防災用の地震動評価等の目的で用いる上では，実用性が高い．

統計的グリーン関数法によって地震動を評価するために最低限必要な情報としては，対象地点直下の要素地震波を設定する層以浅の地盤構造（地層構成・各層の P 波速度とS 波速度・減衰定数）と地震の断層パラメータが挙げられる．

4) 広帯域ハイブリッド法

　長周期帯域の地震動を理論的方法により計算し，短周期帯域の地震動を半経験的方法（経験的グリーン関数法あるいは統計的グリーン関数法）により計算し，両者を重ね合わせる．長周期帯域における理論的方法の利点と短周期帯域における半経験的方法の利点を効果的に取り込むことが可能なので，必要情報を揃えることさえ出来れば，実用上は最も優れた方法と言える．長周期帯域の地震動と短周期帯域の地震動の重ね合わせを要素地震の地震動の段階で行なうか，想定地震の地震動の段階で行なうかに応じて，ハイブリッドグリーン関数法とハイブリッド合成法がある．

5) 地震動評価方法の選択上の留意点
　対象敷地における地震動は，想定した地震に対して，その地震の震源特性，地震波の伝播特性，建設地付近の地盤特性等を反映させて評価する．対象敷地およびその周辺において収集される様々な情報は，当然のことながら，より質の高い地震動評価を行なうために役立てるべきものである．頻度の低い自然現象である強震動の評価には少なからずばらつきが含まれるため，対象敷地において得られる情報を最大限に利用し，その質と量に応じて適切な地震動評価方法を採用することが，地震動評価全体の質の向上に最も影響する要素であると考えられる．

　今までに研究・開発されてきた各種の地震動評価方法にはそれぞれ必要な情報があり，その情報が入手出来ない場合には実際には地震動の評価が出来ない．また，仮に情報が入手出来たとしても，その質と量に応じて地震動の評価精度が異なることは言うまでもない．従って，1種類の地震動評価方法だけを用意してあらゆる場合の地震動評価を考えることは現実的でない．必要情報が少ない方法ほど対象敷地に固有な地震動の評価精度が低くなる点を踏まえた上で，一般的に採用可能な複数の地震動評価手法を整理し，具体的に対象敷地で得られる情報の質と量に応じて，合理的な判断に基づき最も適切な方法を採用できるような考え方を示しておく必要がある．

　現実問題として，入手できる情報の質・量とそれを用いた地震動評価方法の組み合わせにはある程度の制約があり，主に地震動評価対象周期によって実用性に大きな差があることも否めない．現在のところ，理論的方法は長周期帯域の地震動評価の実用性が高く，半経験的方法は短周期帯域の地震動評価の実用性が高い．広帯域の地震動評価の実用性は，両者の利点を組み合わせた広帯域ハイブリッド法で高くなっている．従って，実際には，どの方法を採用するかを地震動評価対象周期によって判断した方が良い場合も多いと思われる．また，広い地域の複数地点やエリア内において共通の方法により均等に地震動評価を行ないたい場合（例えば広域地震防災など）には，必ずしも地震動評価に反映される情報の質が高く量が多い方法が適切とは限らない．必要情報が少ない方法は，扱い易さでは優れているという一面もあり，どの方法を採用するかを地震動評価の目的によって判断した方が良い場合もあろう．

このような現状において，地震調査研究推進本部地震調査委員会は，先に紹介したように「震源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」）」4) を公表している．この「レシピ」は，活断層で発生する地震や海溝型地震の強震動評価を地震調査委員会が実施する際に用いられている強震動予測手法の構成要素，すなわち，
① 特性化震源モデルの各パラメータの設定
② 地下構造モデルの作成
③ 強震動予測計算
④ 強震動予測結果の検証
の4つの過程について，その考え方と標準的な手順をまとめたものである．この「レシピ」は，シナリオ地震（震源断層を特定した地震）の強震動を高精度に予測するための「誰がやっても同じ答が得られる標準的な方法論」の確立を目指しており，今後も必要に応じて修正・改良されていくことを前提としている．

また，日本建築学会構造委員会・振動運営委員会も，傘下の地盤震動小委員会での検討に基づいて「最新の地盤震動研究を活かした強震波形の作成法」11) を公表している．このガイドブックは，震源とサイトを特定した高精度・広周波数帯域の予測地震動を設計に用いることを目指し，その予測手法について可能な部分は標準化し，そうでない部分については適切な情報を参照しつつ作成されるように誘導することを意図したものである．

以上のような強震動作成方法やそれを用いた強震動予測結果は，免震建物への入力地震動を評価する際にも大いに活用して欲しい．
（石井　透）
（４）地盤特性の評価6),14)
地震基盤あるいは工学的基盤において作成された地震動を免震建物への入力地震動とするには，地震動が作成された基盤以浅の地盤を適切にモデル化し，地震応答解析等によりその増幅特性を考慮することにより，建物入力位置での地震動を評価する必要がある．

一般に，地震動の地盤特性を考える際には，地震基盤から工学的基盤に至る深部地盤と工学的基盤以浅の表層地盤との2つに分けて考えると，扱いやすい．地震基盤とは，S波速度が約3 km/s，P波速度が6 km/s近くに達するような地殻の最上層であり，工学的基盤とは，S波速度が400 m/s程度以上で高層建物等を支持することができ，かつ，その地域においてある程度の広がりを有する共通の地盤と見なせるようなものである．

地震基盤から工学的基盤までの深部地盤は，対象地域の地下構造探査結果や調査研究結果を参考にモデル化する．近年では，J-SHIS15)のようにインターネット上でもその情報が公開されているので，積極的に活用されたい．必要に応じて独自に建設地付近の地下構造探査を実施することが望ましい． P波速度およびS波速度は既存の公開データや地下構造探査結果から推定され，Q値は同じ平野における地震観測記録の分析や地震動シミュレーションによる検討に基づく知見等から仮定されることが多い．通常は，深部地盤の挙動は線形を仮定して扱うが， Q値が主要動以降の振幅に大きく影響することには注意を要する． 

工学的基盤以浅の表層地盤は，強震時に剛性低下や液状化などの非線形現象を生じる場合もあるため，非線形特性を適切にモデル化する必要がある．適切な地盤構造モデルの構築には，詳細な地盤情報が必要であり，既往の調査結果に加えて，敷地内での標準貫入試験，PS検層，常時微動測定，ボーリングコアを用いた室内試験などから，地盤の密度，P波速度，S波速度，層厚，減衰定数，動変形特性（G特性, h特性）などを把握することが望ましい．情報が不足する場合には地盤構造モデルの構築に必要な値を推定する経験式を用いることも可能であるが，ばらつきが大きく高い精度は期待できないことに注意を要する．基本的には，表層地盤を水平成層地盤と仮定して，1次元波動伝播理論に基づいて地盤の非線形性を考慮した等価線形あるいは非線形の地震応答解析を行う．また，液状化のおそれがある場合には，間隙水圧を考慮した有効応力解析等を用いて，液状化による地盤の非線形性を考慮した検討を行うことが望ましい．

（菊地　優，石井　透）
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4.2.2　入力地震動評価に関する留意事項
（１）長周期地震動
長周期地震動は，免震建物や高層建物をはじめとした長周期構造物の設計に際して注意すべき重要な課題の一つとなっている．それらの構造物について通常「長周期」と冠して称される周期帯域は，地震学の分野ではむしろ短周期帯域なので，耐震工学の分野では，例えば周期1～2秒から十数秒程度の帯域を「やや長周期」と呼んで区別することも多い1)．歴史的には，1983年日本海中部地震（M 7.7）の際に新潟の大型石油タンクから石油が溢流した事故や，1985 年ミチョアカン地震（M 8.1）の際に震源から約400 km も離れたメキシコシティに甚大な被害がもたらされたこと，2003年十勝沖地震（M 8.0）の際に震央から約200 km も離れた苫小牧で石油タンク火災が発生したこと等，いくつかの特徴的な地震被害の一因として注目されてきた．また，例えば伊豆半島周辺で発生する地震の際に東京で長周期地震動（やや長周期地震動）が卓越するという事実も，地震観測に基づいて確認・指摘されてきた1)．

近年，地震調査研究推進本部地震調査委員会では，長周期地震動の予測手法と予測結果の公表方法について検討を重ね，その中間的成果として，想定東海地震と東南海地震（1944年東南海地震のタイプ）を対象地震とした関東地方から近畿地方にかけての長周期地震動予測地図，および，宮城県沖地震（1978年宮城県沖地震のタイプ）を対象地震とした東北地方中部から関東地方にかけての長周期地震動予測地図を試作し，「長周期地震動予測地図」2009年試作版2) を公表した．引き続き，長周期地震動予測地図の更なる高度化に向けて震源モデルや地下構造モデル等の改良検討を進め，南海地震（昭和型；1946年南海地震のタイプ）を対象とした中部地方西部から九州地方にかけての「長周期地震動予測地図」2012年試作版3) を公表した．

これらの試作版は，更に広大な領域が破壊するような海溝型巨大地震をも含めた様々な想定地震の長周期帯域を含む広帯域地震動を今後予測していくための第一歩として位置づけられている．比較的最近発生した地震の再現に重きを置いたため，史上最大級あるいは想定最大級の地震を対象としたものではなく，将来予測のための特性化震源モデルの構築には技術的課題が残っていることや，地下構造モデルが構築された地域が完全には全国を網羅しておらず，モデルの精度についても検証・改良の余地が残されていること，数値計算上の問題等により，2009年試作版では計算周期が3.5 秒以上に限定され，周期5 秒未満では地震動が過小評価になっている可能性がある．また，2012年試作版でも計算周期が2 秒以上に限定され，周期3 秒未満では地震動が過小評価になっている可能性がある．このように設計用入力地震動等の工学的利用にはまだ課題が残されており，その克服に向けて現在検討が進められている段階なので，注意が必要である．

一方，国土交通省では，長周期地震動を考慮した建築物の設計用地震動について調査・検討を重ね，免震建物や超高層建物等を念頭に長周期地震動に対する対策試案をまとめて公表すると共に，今後の対策の本格化に生かすべく広く意見募集を実施した4)．従来からの大臣認定の運用を見直し，前述の地震調査委員会による「長周期地震動予測地図」2009年試作版2) に示された3地震すなわち想定東海地震・東南海地震・宮城県沖地震による長周期地震動を考慮した設計用地震動による構造計算を求めるとともに，家具等の転倒防止対策に対する設計上の措置についても説明を求めており，必要に応じて，補強等の対策を施すよう求めている．上記の3地震以外の地震や複数地震が連動する場合に余裕を持った設計を実施するための参考情報の提供も試みている．

ここで用いられた地震動評価手法は，周期0.1～10秒の広い周期帯域を対象とし，日本全国の多数の強震記録を用いて作成された，振幅特性を表わす絶対加速度応答スペクトル（減衰定数5%・1%）とエネルギースペクトル（減衰定数10%）および位相特性を表わす群遅延時間の平均値と標準偏差の経験式である5)～7)．想定地震の地震規模と断層面の位置・形状・破壊開始点および対象敷地が決まっていれば，対象敷地のサイト特性を考慮した振幅特性と位相特性を簡便に計算出来るので，それを用いて地震動の時刻歴を計算出来るという利点がある．
2003年十勝沖地震（M 8.0）を契機に海溝型巨大地震の発生とそれに伴う長周期地震動への関心が高まり，日本建築学会では2004年に「東海地震等巨大災害への対応特別調査委員会」が組織された．2年間にわたる研究成果は文献8)としてまとめられおり，前項で解説した地震動作成手法を用いて，関東地震，東海地震，東海・東南海地震，南海地震を想定した場合に予測される首都圏，名古屋，大阪の主要地点における地震動が，共通波として表4.2.2のように提供されている．各予測地震動の特徴（波形や応答スペクトル等）については文献8)を参照されたい．

表4.2.2　共通波リスト8)
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免震建物の設計に際しては，敷地周辺にもたらされるであろう長周期地震動の特徴に関する様々な知見を参照・検討しつつ，特に，どのような理由によりどの程度の周期帯域の地震動が励起される可能性が高いのかについて，十分に吟味しておく必要がある．震源断層とそのアスペリティから放出される地震波によってもたらされる地震動の卓越周期，敷地周辺の深い地下構造とそれによってもたらされる地震動の卓越周期，免震構造の固有周期などを十分に吟味し，その条件如何によっては，免震構法の採否をも含めた慎重な判断が必要となろう．

（石井　透，菊地　優）
（２）継続時間
地震動の特性は，振幅（揺れの強さ），周期特性（揺れの素早さ），経時特性（揺れの長さ・継続時間）の3要素に分けて整理出来る．長周期を含む広帯域地震動の振幅とその周期特性については多くの研究がなされ，その定量評価や耐震設計上の扱い方も設計者に浸透してきているのに対し，経時特性の定量評価や耐震設計上の扱い方に関する議論は必ずしも十分に進んでいるとは言えない．しかし，例えば2011年東北地方太平洋沖地震（2011.3.11 14:46, MW 9.0）の際には，震源から遠く離れた東京でも揺れの継続時間が非常に長く，前震・余震・誘発地震等が続発し，これら一連の地震によって非常に長い時間にわたり繰り返された揺れは，建築物とそれと取り巻く環境において様々な被害・支障が拡大する要因になったと考えられる．従って，今後の免震建物の設計に際しては，入力地震動の経時特性についても検討することが望ましい．

以下には，東京で観測された2011年東北地方太平洋沖地震の地震動の応答継続時間スペクトルを用いて地震動の継続時間の周期特性を定量化・分析し考察した例9), 10)を紹介する．

ある地震動を減衰定数 h・固有周期 T [s] の1自由度系（1質点系）に入力した場合の応答時刻歴の振幅2乗累加値を時々刻々求め，それらを波形全長での振幅2乗累加値で除して基準化した値が p1～p2 に至る継続時間が，応答継続時間スペクトル TS（h,T）である．ここに示す検討例では，p1＝0.03，p2＝0.95, 減衰定数h＝0.05 としている．応答継続時間スペクトルの求め方を図4.2.6に，東京における東北地方太平洋沖地震の地震動観測記録の加速度時刻歴の例を図4.2.7に，その加速度応答スペクトルSA [cm/s/s]・加速度応答継続時間スペクトルTSA [s]・速度応答スペクトルSV [cm/s]・速度応答継続時間スペクトルTSV [s] ・変位応答スペクトルSD [cm]・変位応答継続時間スペクトルTSD [s] の例を図4.2.8に，それぞれ示す．応答継続時間スペクトルは，いずれも周期1 秒以下の短周期帯域では100～200 秒間程度であるが，周期 1 秒以上になると周期と共に急増し，周期約2 秒
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以上では200秒間（約3分間強）を超えている．特に水平成分の継続時間は上下成分よりも長く，周期約10 秒付近と周期20 秒弱にピークを有し，約600秒間（10分間）乃至それ以上となる．このように，長周期帯域での応答継続時間は短周期帯域での応答継続時間の数倍に達している．

なお，免震の減衰定数が0.10～0.20程度であることを考慮して，この例よりも大きな減衰定数で計算したと仮定すると，各応答スペクトルの値は大きく減少すると考えられる．一方，各応答継続時間スペクトルの値が若干減少しても，特に長周期側では依然として大きな値となると考えられる．免震建物の設計では，建物に要求される様々な性能を念頭に置き，揺れの強さだけではなく，揺れがどの程度長く続くのかについても検討し，必要に応じて対策することが望ましい．

（石井　透）
（３）上下動

　本節では上下動の成因と，実用的な入力地震動における上下動の策定方法として，応答スペクトル適合法と断層モデルに基づく方法を説明する．一般に水平動に対する上下動の振幅比は1/2から1/3程度であるが，震源に近いほど，あるいは振幅が大きく短周期成分ほど，上下動は大きくなる傾向がある（例えば文献11)）．近年の強震観測網の充実により，上下動でも1gを超える大加速度記録が数多く得られている．例えば2008年岩手・宮城内陸地震の震源近傍では，3866 galの上向きの加速度記録が観測されている．これは特殊なケースであるが，表層地盤にトランポリンのような効果が生じたと解釈されている12)．震源近傍における大加速度時に上下動が相対的に大きくなるのは，水平動には表層地盤の非線形性の影響が大きく表れるためと考えられている．

　図4.2.9に観測サイトが堆積盆地・平野に場合の上下動の成因に関する概念図を示す．まず地震動の初動部は地震基盤から入射したP波であり，堆積層内での増幅効果を経て観測される．一方，主要動は地震基盤から斜め入射したSV波が堆積層内でP波に変換され，堆積層内で増幅した地震動であると考えられている（例えば文献13)）．また後続波の主要成分は，一般に盆地端部や底部から入射した地震動により堆積層内で卓越する堆積層表面波（レイリー波）であり，長周期地震動の主要な成分となる．
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図4.2.9 上下動の成因に関する概念図
　応答スペクトル適合法の場合，一般に経験的な上下動の応答スペクトルが使用される．例えば，文献14)では水平動と上下動の基準応答スペクトルが与えられており，水平動に対する上下動の比は短周期側で約0.6，周期が約0.2秒以上では0.5の値となっている．一方，文献15)では，水平動のスペクトルに対して振幅には1/2を，周期には2/3を乗じて上下動の応答スペクトルを設定している．その他の方法として，近年では上下動を含む数多くの応答スペクトルの距離減衰式が提案されている11)．従って，対象とする地震のマグニチュードや震源距離，サイトの地盤条件などから適切な距離減衰式を選択し，上下・水平の振幅比などから上下動の応答スペクトルを策定することも可能である．位相スペクトルは，一般に水平動と独立したランダム位相を用いることが多いが，水平動と同時に観測された波形の位相を用いる方法もある．

　断層モデルに基づく手法の場合，理論的手法と経験的手法では異なる扱いをする．長周期側の地震動の計算に用いられる理論的手法では，震源近傍の強震動や長周期地震動などが理論的に計算されるため，そのまま使用する．一方，短周期側の地震動の計算に用いられる経験的手法のうち，経験的グリーン関数法（半経験的手法）では水平動と同様な手続きで観測記録の上下動を使用する．統計的グリーン関数法では，一般にSH波による水平動の計算が行われるため，上下動の計算には様々な工夫が必要になる．例えば，図4.2.9に示すように主要動の上下動は地震基盤まではS波であると考えられているため，斜め入射のSV波による堆積層の増幅率を求めて上下動を計算する方法がある．この場合，堆積層は一般に平行成層地盤を仮定し，理論的に増幅率を計算する．震源の直上に近いサイトの場合，地震動は堆積層にほぼ鉛直に入射するため，SV波からP波への変換は殆どなく，上下動も非常に小さくなる．よって地盤を単純な平行成層地盤とする限り，主要動には殆ど上下動を生じさせることはできない．実際には地盤構造は複雑であり，地震動は散乱・反射・屈折して堆積層へは様々な方向から斜めに入射すると考えられる．このような場合，サイトの近傍で観測記録が使用できる場合は経験的サイト増幅率16)を用い，そうでない場合は距離減衰式を用いる，などの方法が現実的である．





（久田嘉章）

（４）断層近傍の地震動
　活断層などの近傍では，建物をなぎ倒すような破壊力ある強震動（指向性パルス）や，地表断層の出現による大きな振幅の永久変位（フリングステップ）など，非常に特徴ある地震波が観測される場合がある17)．本節では，断層近傍の地震動の特徴や注意点などを説明する．具体的な観測例や強震動の計算例は第Ⅳ編設計資料編第2項を参照されたい．告示波やエルセントロ波に代表されるランダムな特性が卓越する地震動は，断層近傍の特徴ある地震動と比べて短時間に建物に大きな変形を生じさせるような破壊力には欠ける場合があることに注意を要する．

断層近傍の特徴的な地震動として，はじめにランダム波や指向性パルスが生成する要因を説明する．図4.2.10は横ずれ断層を真上から見た図であり，太線で示した断層面において破壊伝播が左から右に伝播する場合を扱う．断層破壊を点で仮定すると，その力系はダブルカップル（2組の偶力）と等価であるため，図のようなS波の放射特性を持つ震源が断層面上を移動することになる．特に，断層面の近くの観測点では，図の震源の太い矢印が示すように断層面に平行な成分は殆ど0であるが，直交する成分が最大振幅となるため，断層面に直交する成分が非常に大きくなる．従って，断層面に近い観測点Bのように断層破壊が進行する観測点では，破壊の伝播速度とS波の伝播速度がほぼ等しい場合，断層の各点から発生するパルス状の地震動が短時間で建設的に重ね合わさり，大振幅の破壊力ある地震動となる．この地震動は断層破壊の進行方向において，断層面に近い直交成

[image: image22.emf]
図4.2.10　断層の近傍で発生する指向性パルスの説明図（横ずれ断層を上から見た図）
分の観測点に現れるという指向性を持つために指向性パルスと呼ばれ，その現象はNFRD（Near Fault Rupture Directivity）効果と呼ばれている（例えば文献18)）．特に1995年兵庫県南部地震では神戸市に破壊的な被害を与えた地震動として注目された．一方，破壊伝播が遠ざかる観測点Aでは，断層各点から発生する地震動は，長い継続時間でばらばらに重ね合わされるため，コヒーレント性を失い，相対的に振幅の小さなランダム的な波となる．1940年インペリアルバレー地震の際，活断層近傍で観測されたエルセントロ波は，この代表例である．

図4.2.11は横ずれ断層に加え，逆断層の地震における指向性パルスの成因の説明図である．(a)横ずれ断層の場合，断層破壊の伝播が近づく観測点B点では，断層面の直交方向に大振幅の指向性パルスが発生する．逆断層の場合は，(b)に示すように，断層面が高角であり，破壊が断層底部から開始し，上方に伝播するする条件が必要である．この場合，断層面の延長上に近い観測点Cでは断層面の直交方向に指向性パルスが発生する．一方，破壊伝播が遠ざかる観測点A点や，断層面の延長上から外れている観測点D，あるいは，(c)の低角逆断層の場合は，指向性パルスは発生しにくく，一般にランダム波が卓越する．パルス波の卓越周期にも依存するが，一般に断層面から10～20 km程度以上離れると，地盤の不均質さ等によりパルス波のコヒーレント性は崩れ，ランダム波が卓越する（例えば文献19)）．
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　　　　　(a) 横ずれ断層の場合　　　　　(b) 高角逆断層の場合　　　　　(c) 低角逆断層の場合

図4.2.11　浅い震源断層の近傍で発生する指向性パルスの説明図

　震源断層モデルによる手法では，指向性パルスの計算が組み込まれている．その際，指向性パルスは，断層面全体ではなく，アスペリティー（すべり破壊の特に大きな領域）で発生することに注意する必要がある．アスペリティーやその震源パラメータの設定方法は強震動予測レシピなどに詳述されているので参照されたい20), 21)．一方，応答スペクトルによる模擬地震波を策定する方法では，NFRD効果による応答スペクトルの補正式なども提案されている18)．

　図4.2.12に示すように大きな応力降下量（すべり量とほぼ等価）を持つ小さなアスペリティーを配置した場合，観測点Ａでは指向性パルスが観測されるが，観測点Ｂでもパルス状の強震動が観測される場合がある．2007年新潟県中越沖地震における柏崎市で観測された強震動パルスが，このケースに該当すると考えられている（例えば文献22)）． 


図4.2.12　小さなアスペリティーから発生する強震動パルスの説明図
震源が浅く断層の規模が大きい場合，地表断層が出現するため，そのごく近傍ではフリングステップと呼ばれる，ステップ関数状の大きな永久変位を伴う地震動が観測される．図4.2.13に示すように，(a) 横ずれ断層では，断層面を挟んで逆向きのすべりによるフリングステップが生じる．(b) 逆断層では，断層面を挟んで下盤は沈下する向きに，上盤は上昇する向きに生じる．逆断層では一般に下盤は平野側，上盤は山地側であるが，フリングステップによる変位は上盤側で非常に大きくなる．フリングステップによる永久変位は距離の2乗に逆比例する大きな距離減衰を示すため，大きな振幅は地表断層のごく近傍で現れる現象である23)．一般にフリングステップは長周期で卓越し，特に逆断層の場合，上盤側では地盤が破壊され，大きな地盤傾斜を伴う場合がある．写真4.2.1は地表断層直上の建物の被害例を示しており，建物がExp. J部で引き裂かれたり，大きな傾斜を生じている．従って，危険度の高いと評価されている活断層が建設サイトのごく近傍に位置する場合，建物の建設地を見直す等の選択を考慮すべきである．実際，米国カリフォルニア州やニュージーランドなどでは活断層の近傍での建設を制限する活断層法が施行されている．一方，我が国の市街地では建設せざるを得ない状況が考えられ，リスクを受け入れフリングステップや傾斜などの地盤変状に備える対策が必要となる．その場合，あえて免震建築にしないという選択もある17)．活断層の位置や長期評価は様々な文献で調査できるため，サイト近くに活断層がある場合は参照されたい（例えば文献24)）．




図4.2.13　地表断層のすべりによる大変位（フリングステップ）の説明図

(a) 建物のExp. J部での引き裂き   　　　(b) 建物の大傾斜　　　　　　　　　　(c) 建物の大傾斜

写真4.2.1　1999年台湾・集集地震における地表断層直上の建物の被害例

（久田嘉章）
（５）位相差入力
長さが100 mを超えるような長大な平面形状を有する建物では，建物の両端部で生じる地震動の位相差が無視できない場合がある．図4.2.14に位相差入力を生じる様々な要因を示す．

図4.2.14　建物への位相差入力を生じる様々な要因
サイトAでは地盤構造が大きく異なるために，位相だけでなく振幅にも差異を生じる．この場合，有限要素法などの数値解析手法を用いるか，適切な深さに入力基盤面を設け，各点直下の地盤構造による増幅率を考慮した地震動を用いる．
サイトBは，実体波の斜め入射や表面波によるコヒーレントな特性による位相差が生じる例である．この場合，長周期には表面波を，短周期には斜め入射の実体波を，それぞれ考慮する手法などが提案されている25)．

　サイトCは，地盤の不均質構造によるインコヒーレントな散乱等による位相差が生じる例である．サイト内にある j点とk点における振動数fのコヒーレント関数γjkは次式で与えられる．
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(4.2.3)
ここで，Sjkは2地点の波形に関するクロススペクトル密度，SjjとSkkはパワースペクトル密度，iは虚数である．コヒーレント関数の絶対値は低振動数で2地点間の距離が近いなどコヒーレント性が高い場合は1に，低い場合は0に近づく．一方，位相角θijは鉛直な平面波入射では1であるが，入射波が斜め入射などで見かけ速度Vappで伝播する場合は次式で与えられる．
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ここで，rjkは2地点の水平距離である．アレー観測記録を用いた経験的なコヒーレント関数には様々な提案式がある．代表的な例として文献26)では，
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を示しており，それに適合するインコヒーレントな位相スペクトルと模擬地震動の策定法，および様々な適用例などもある26), 27)．




（久田嘉章）
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図4.2.5　半経験的方法（経験的グリーン関数法 および 統計的グリーン関数法）の概念





h = 0.05





図4.2.6　応答継続時間スペクトルの求め方10)





図4.2.7　東京における東北地方太平洋沖地震の地震動観測記録の加速度時刻歴の例10)





図4.2.8　東京における東北地方太平洋沖地震の地震動観測記録の加速度応答スペクトルSA [cm/s/s]・加速度応答継続時間スペクトルTSA [s]・速度応答スペクトルSV [cm/s]・速度応答継続時間スペクトルTSV [s] ・変位応答スペクトルSD [cm]・変位応答継続時間スペクトルTSD [s] の例10)





(a) 横ずれ断層の場合　　　　　　　　(b) 逆断層の場合
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